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高速道路における交通事故は，高速度で車両が走行していることからその被害の程度も大きく,個人的損失だけで

なく社会的損失も極めて大きい．特に都市高速道路での交通事故は車両が複雑に錯綜する合流部において発生件数

が多い．さらに近年高齢ドライバーの免許保有率の増加ともに高齢者の事故件数も増加傾向にある．そういった中

で，交通安全対策としてドライバーに接近する車両の存在を情報板を用いて情報提供を行うことにより，危険回避

するような車両挙動を促す施策が実施されつつある． 

こうした状況を踏まえて，本研究では合流部での円滑かつ安全な走行による事故削減を目的に都市高速道路で導

入が期待されている「合流支援装置」を用いた情報提供が，ドライバーの運転行動に与える影響についての分析を

行った．具体的には，都市高速道路合流部をドライビングシミュレータで再現し，導入が想定される 2 種類の「合

流支援装置」を設置し，被験者の運転行動のデータ収集を行った．分析の結果，「合流支援装置」の種類により情

報提供区間後半での速度変化に統計的に有意な差が見られ，分散分析により高齢者は反応性に違いが生じることが

明らかになった． 
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1. はじめに 

 

交通事故は，個人的な損失だけでなく，社会的な損失

も極めて大きい．近年，交通事故死亡者は下降傾向にあ

るものの，交通事故発生件数については依然として横ば

いの状態である．高速道路における交通事故は一般道路

での交通事故と比較して，高速度で車両が走行している

ことから，危険性が高いことは自明である．特に都市高

速道路は名神高速道路をはじめとする都市間高速道路と

比べて，用地確保の制約から複雑な道路線形や，合流部

における加速車線の道路延長が短い等の問題を抱えてい

る．都市高速道路の交通事故発生地点では，インターチ

ェンジ，ジャンクションといった合流部が上位を占めて

いる 1)．都市高速道路の合流部は高速で走行する複数の

車両が錯綜しており，自車両だけでなく周辺車両の挙動

にも注意を払い運転することが必要とされる． 

近年，交通安全対策としてドライバーに接近する車両

の存在をドライバー知らせることにより危険回避するよ

うな車両挙動を促す施策が実施されつつある．具体的に

は，都市高速道路合流部における「合流支援装置」の導

入である．「合流支援装置」とはドライバーが都市高速

道路本線を走行中にトンネル部等の見通しの悪い合流部

手前に差し掛かった段階において，自らに接近してくる

他車両の存在を ITS(Intelligent Transport Systems)を活用し，
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ドライバーに知らせる装置である．  

一方で近年，高齢ドライバーの免許保有率の増加とも

に高齢者の事故件数も近年増加傾向にあることが報告 2)

されており，社会全体として高齢ドライバーへの交通安

全対策が求められている．しかしながら，上述のような

合流支援装置を用いた情報提供による交通安全に資する

施策を実施したとしてもその反応性は年齢層により異な

ることが想定される．特に反応性が異なると想定される

高齢ドライバーへの施策実施の効果検証が必要であると

考えられる．既存研究 3)，4)では，高齢ドライバーは合流

部での運転挙動が異なることが示唆されているが，情報

提供に対し高齢ドライバーがどのような反応を示すのか

についてまでは明らかになっていない．そこで本研究で

は，都市高速道路合流部に導入が期待される「合流支援

装置」による情報提供がドライバーの運転行動に与える

影響を把握することを目的とする．特に高齢者，壮年，

青年の 3つの年齢層別に分け，その反応性を比較分析す

る． 

なお，本研究では合流支援装置として 2種類の「設置

型情報板」，「追従型情報板」（それぞれの情報板の詳

細については後述）を分析対象とする．また，事故につ

ながり得る危険な状況下での車両挙動に関するデータ収

集の必要が生じるが，実際の走行からそのような状況下

での詳細なデータを得ることは現実的に困難である．そ

こで，本研究ではドライビングシミュレータ（以下，

DS と呼称）を利用した実験によりデータの収集を行う． 

 

 

2. DS実験の概要 

 

本研究で実験に用いるのは，平成 25 年 5月に供用を

開始した阪神高速 2号淀川左岸線（島屋～海老江 JCT）

にあるトンネル内の合流部を仮想空間に再現した道路で

ある．表-1に実験区間，被験者数，ならびに年齢層とそ

の被験者数を示す．DS 実験では，被験者は本線を走行

し，合流部に差し掛かった際に車両が合流してくる状況

を設定している．なお，本線を走行するドライバーは接

近してくる合流車両を目視することはできない．その上

で，合流部手前において合流線からの車両接近を示す

「合流支援装置」を設置する． 

具体的には，図-1(a)に示す従来型の「設置型情報板

（以下，設置型と呼称）」と，導入可能性が検討されて

いる図-1(b)に示す「追従型情報板（以下，設置型と呼

称）」の 2つの「合流支援装置」を用いて実験を行って

いる．図-2に示す通り設置型は，壁の向こう側の合流線

を走行する車両の存在を知らせるものであり，設置地点

より 60m 手前に車両が存在した時点で点滅する仕組み

である．一方、追従型は，複数の情報板を設置し，合流 

表-1 実験の概要 

区間 
 阪神高速2号 淀川左岸線 

 正連寺川ONランプ合流地点 

被験者数  57名 

年齢層 

 高齢(65歳以上)  19名 

 壮年(30～64歳)  19名 

 青年(20～29歳)  19名 

 

 

図-1 情報提供板 

 

 

図-2 合流支援装置の位置と区間設定 

 

線を走行する車両の存在に加えて，合流線を走行する車

両の大まかな位置を伝える仕組みである．具体的には，

合流線の壁面に 5枚の情報板が 10m間隔で設置してあ

り，それぞれの情報板は合流線上における設置地点を車

両が通過した時点で発光する仕組みである．実験時の車

両設定は，図-2のように被験者車両以外には，合流部か

らの本線に進入してくる車両を想定した実験車両 1と被

験者車両の前方車を想定した実験車両 2の 2台である．

いずれもDS上での自動走行であり，事前に設定した通

りの車両軌跡，速度での走行を毎回行うが，被験者車両

との交錯が起きる場合にのみ，被験者車両との衝突を避

けるような走行を行う．実験に際し，被験者がDS操作
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（運転）に慣熟するための練習走行を行った後，「設置

型」，「追従型」情報板の種類毎に 1回ずつ実験走行を

行った．その際，合流線から車両が出現しない予備走行

を適切に挟むことにより，被験者が車両交錯が必ず起こ

るという意識を持たないようにすることで，情報提供の

価値が失われないように配慮した．また，順序効果に配

慮し，実験順を被験者毎に入れ替えた．なお，今回の実

験では，2つの情報板の意味や設置状況等について，被

験者への事前説明を行っていない． 

 

  

3. 分析区間の設定とデータクリーニング 

 

(1) 分析区間設定 

分析にあたって，図-2に示すように，道路構造，情報

板設置位置を考慮した上で，運転行動に特徴が現れると

想定される情報提供区間と合流区間の 2つの区間を定義

する．DS で作成した淀川左岸線の道のりが 1,680m（被

験者車両が当該位置まで走行した際に情報板が点灯する

地点）から 1,760m（被験者車両から，合流線を走行す

る実験車両 1が目視可能な地点）までを情報提供区間と

し，その区間をさらに等距離となるように前半，後半と

定義した．また，1,760mから道路構造的に合流車両の加

速区間の終端である 1,950m までを合流区間と定義し，

実験車両の本線へ合流地点を基準に前半，後半に分割し

た．第 4章以降では，情報提供区間前半・後半，合流区

間前半・後半の 4つの区間別に比較分析を行う．  

 

(2) データクリーニング 

 収集したデータでは，DS に慣れるための慣熟走行を

行ったにも関わらず，実験時の車両挙動が不安定な被験

者や，実験回によって走行速度に著しく差が生じた被験

者が存在した．また，実験実施の際，事前に被験者に対

して前方車両（実験車両 2）に追従し，車線変更をしな

いように説明をしていたが，被験者の判断で車線変更を

行った被験者も存在した．データ分析を行うにあたって，

上で述べた実験条件に適さない被験者については分析対

象外とした．その手順並びに条件を図-3に示す．結果的

に分析対象サンプル数は，高齢者 11名，壮年 14名，青

年 16名の計 41名となった．第 4章以降の分析はこの 41

名の被験者のデータを用いるものとする． 

 

 

4. 情報提供に伴う車両速度への影響分析 

 

本章では，情報提供区間，合流区間における被験者車

両の速度に着目して情報提供に伴う影響分析を行う．な 

 

図-3 データクリーニング 

 

 

お，分析にあたっては，平均速度（左岸線の断面を通過

した際の速度の平均値），区間速度（該当区間における

被験者車両の平均速度），および速度変化（該当区間の

終端速度と始端の速度差）の 3つの速度に関する値を利

用する． 

 

(1) 速度分布 

 分析対象サンプル（41 名）の平均速度の分布を図-4

左上に示す．得られた速度分布においては，設置型，追

従型の合流支援装置が異なることで，情報提供区間に進

入後の速度の傾きの大きさや傾きが始まる位置が異なっ

ている様子が見られる．これは，合流支援装置の違い

（以下，情報提供方法の違いと記述する）によりドライ

バーの速度調整に違いが存在している可能性を示唆して

いる．さらに，図-4左上からは，情報提供方法の違いに

より合流区間での速度推移にも違いが生じていることが

確認できる． 

次に図-4右上及び下部に年齢層別の速度推移を示す．

全体の傾向としては，青年は速度が大きく，高齢者は小

さいことが確認できる．また，情報提供方法の違いによ

る反応性が年齢層により異なる可能性が示唆される． 

区間別の平均速度の度数分布を図- 5に示す．設置型

と追従型では，合流区間での速度分布がやや異なってい

る．具体的には，合流区間前半の分布形状が，設置型で

は 2つの山頂を持つ多峰性分布傾向が見られるが，追従

型には見られない．合流区間後半では，設置型，追従型

ともに 2つの山頂と持つ多峰性分布になるが，設置型で

は 60km/hの速度帯のサンプルが存在していない．これ

らの結果は，設置型は追従型と比較して，速度調整の傾

向が二分する地点がより上流に存在することを示してい

る．合流区間後半においてもそのような傾向を持ち越し

ており，設置型が追従型よりやや強い多峰性を示してい

るということが想定される．
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図-4 平均速度分布 

 

図-5 区間別平均速度度数分布 

 

表-2 t検定の結果 

 

表-3 2元配置分散分析の結果 

 

 

図-6 交互作用の確認 

 

 

全被験者 高齢者

壮年 青年

50

55

60

65

1600 1700 1800 1900 2000

設置型

追従型

1680 1760 1950

DS上で設定した左岸線道のり(m)

1700 1800 1900
50

55

60

65

平
均
速
度

(km/h)

情報提供区間 合流区間

45

50

55

60

65

70

1600 1700 1800 1900 2000

設置型

追従型

1680 1760 1950

DS上で設定した左岸線道のり(m)

1700 1800 1900

平
均
速
度

(km/h)

50

60

70
情報提供区間 合流区間

45

50

55

60

65

70

1600 1700 1800 1900 2000

設置型

追従型

1680 1760 1950

情報提供区間

DS上で設定した左岸線道のり(m)

1700 1800 1900

平
均
速
度

(km/h)

50

60

70
合流区間

45

50

55

60

65

70

1600 1700 1800 1900 2000

設置型

追従型

1680 1760 1950

DS上で設定した左岸線道のり(m)

1700 1800 1900

平
均
速
度

(km/h)

50

60

70
情報提供区間 合流区間

情報提供区間 合流区間

前半 後半 前半 後半

設
置
型

追
従
型

0

5

10

15

20

30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

速度(km/h)

0

5

10

15

20

30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

速度(km/h)

0

5

10

15

20

30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

速度(km/h)

0

5

10

15

20

30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

速度(km/h)

0

5

10

15

20

30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

速度(km/h)

0

5

10

15

20

30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

速度(km/h)

0

5

10

15

20

30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

速度(km/h)

0

5

10

15

20

30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

速度(km/h)

頻
度

頻
度

頻
度

頻
度

頻
度

頻
度

頻
度

頻
度

情報提供区間 合流区間

前半 後半 前半 後半

区間速度 0.21 0.48 0.22 0.23

速度変化 0.31 0.06 * 0.41 0.37

***：1％有意
**：5％有意
*：10％有意

p値

情報提供区間

前半 後半

区間速度 0.64 0.66

速度変化 0.75 0.06 *

***：1％有意
**：5％有意
*：10％有意

p値

設置型 追従型
-8

-6

-4

-2

0

2

4

高齢

壮年

青年

速
度
変
化

(km/h)



 

 5 

(2) 区間速度及び区間速度変化平均値の差の検定 

区間別に区間速度，区間速度変化の平均値についてｔ

検定を行った結果を示したものが表-2である．分析結果

からは，情報提供区間後半の区間速度変化について，有

意差（10％）が確認された．この結果は，情報提供区間

後半では設置型の方が速度変化が大きいことを示してい

ると考えられる．また，合流区間において有意差が確認

されなかったことは，(1)で示したようにギャップの受

入状況によって速度のばらつき，つまり速度の分散が大

きいことを反映していると想定される． 

 

(3) 情報提供区間における 2元配置分散分析 

 (4)において，平均値のｔ検定で有意差が見られた情

報提供区間を対象に，情報提供の違いと年齢層の違いに

よる 2元配置の分散分析により交互作用の分析を行った．

その結果を表-3に示す．これより交互作用に有意な差が

あることが確認された，情報提供区間後半の区間速度変

化を情報提供方法別，年齢層別に表したものを図-6に示

す．この結果によると，情報提供方法の違いによらず，

壮年層・青年層は，合流区間進入前に情報提供によって

車両速度を調整（減速）する傾向がみられる．一方，高

齢者は設置型では減速，追従型では加速の傾向を示して

おり，交互作用の有意差が示すように，他の年齢層とは

反応の傾向が異なることが分かる． 

 

 

5. 合流時における安全性分析 

 

 本章では，合流区間を対象に情報提供別に被験者が合

流車両（図-7 の実験車両 1）を自らの前方，もしくは後

方のギャップで受け入れたのかの割合，ならびに実験車

両 1が本線に合流してきた地点における被験者との潜在

的追突危険性を数値化した指標である PICUD
5)を用いる

ことで安全性分析を行う．分析に利用する PICUD は，

前方に位置する車両が何らかの要因で急減速した状況を

想定した指標である．加えて，前方車両が急減速したこ

とを認知しドライバーがブレーキを踏み込むまでの反応

遅れ時間を想定し，また 2台の車両における空間的距離

（相対距離）が小さいことによる追突危険性，速度が早

いことで制動距離が伸びることや反応遅れ時間中に車間

距離がより縮まることによる追突危険性を考慮した指標

である．式(1)に PICUD の定義を示す．なお，PICUD が

負の値のときには，2 台の車両が衝突の危険性があるこ

とを示している．PICUD 値算出にあたって本分析では，

反応遅れ時間を 1秒，車両急減速時の加速度をすべての

車両について-3.0(m/s
2
)として設定した． 

 

 

 

 

図-7 受入ギャップ模式図 
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V1：先行車の減速開始時の速度(m/s) 

V2：先行車の減速開始時における後ｚ続車の速度(m/s) 

S0：先行車急減速時の車間距離(m) 

Δt：反応遅れ時間，先行車のブレーキ開始時点から 

  後続車のブレーキ開始時点までの時間(s) 

α1：先行車の減速時の加速度(<0) (m/s
2
) 

α2：後続車の減速時の加速度(<0) (m/s
2
) 

 

(1) 情報提供別の受入ギャップ 

合流区間では合流時の実験車両 1，被験者車両の位置

関係により，図-7に示すような 2つの受入ギャップが存

在しており，実験車両 1を被験者車両の前方に受け入れ

た場合に受入ギャップ 1，実験車両 1を被験者車両の後

方に受け入れた場合に受入ギャップ 2と定義する．被験

者が，どちらのギャップに合流車両 1を受け入れるかは，

合流時前後の被験者車両の状態やドライバーの意思によ

り決定すると考えられる．DS 実験では全ての被験者に

対して，被験者車両が情報提供区間前半の始端（図-2の

1,680m）の断面を走行した際に合流車両 1が動きだし，

この地点を通過した段階で情報板が点灯し始めるという

同一の条件により，実験を行っている．設置型，追従型

の情報板を視認し，被験者は自らの車両の速度を調整す

ることが想定される．そのため，情報提供の違いにより，

被験者がギャップ 1，ギャップ 2のいずれかのギャップ

を受け入れたかを分析することは被験者の合流時の大局

的な挙動を捉えるという意味で重要であると考えられる． 
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図-8 受入ギャップ割合 

 

図-9 年齢層別受入ギャップ割合 

 

 

図-10 年齢別PICUD度数分布 

 

図-8に被験者車両が受け入れたギャップ選択の割合を

示す．第 4章における速度分布が示唆する結果と同様に，

追従型は設置型よりも，実験車両 1を被験者車両の後方

に受け入れたギャップ 2の割合が若干大きい結果となっ

た． 

次に，年齢層別の受入ギャップ割合を図-9に示す．分

析の結果，青年は情報提供区間での区間速度が壮年，高

齢者より大きく，ギャップ 2の割合が多くなったと考え

られる．情報提供方法の違いによる受入ギャップの違い

は，壮年において若干大きい結果となった． 受入ギャ

ップという観点では，壮年層が他世代と情報提供の違い

に対する反応性が異なるという傾向の存在が想定される

結果となっている． 

 

(2) 合流時におけるPICUD値 

合流時の PICUD 値の算出にあたっては，被験者車両

に対して，実験車両 1（合流車）と実験車両 2（前方車

両）の 2つの車両が対象となり得る．ここで，実験車両

1 の受入ギャップに関わらず，被験者車両に対して，実

験車両が合流した時点で，被験者車両の前方にいる車両

を対象に PICUD 値を算出するものとする．すなわち，

被験者がギャップ 1として受け入れた場合は実験車両 1

との位置，速度関係に基づく PICUD 値，被験者がギャ

ップ 2として受け入れた場合には実験車両 2との位置，

速度関係に基づく PICUD値を算出する． 

この PICUD値を年齢層別に集計した結果を図-10に示

す．図-10 では，全体的なグラフの形状として，高齢者，

壮年，青年で分布形状が大きく異なっていることが確認

できる．具体的に，高齢者では 30 以上の安全値の度数

が多い一方で，潜在的に追突危険性が高い負の PICUD

値が算出される被験者が若干名存在している．壮年は

PICUD 値が負となる被験者が存在しておらず，分布形

の散布状況についても比較的まとまっている．安全性と

いう視点では，壮年被験者では，高齢者，青年と比較し

て安定した走行が確認された．青年は PICUD値が 30以

上となる被験者が多い一方で，PICUD値が 0付近の値と

なる被験者が高齢者，壮年よりも多い結果となった．こ

の結果から青年は，自らの車両の前に車両が合流してく

るのを避けるために前方車両との車間距離を小さくする

傾向にあるものと想定される． 

さらに，年齢層により設置型と追従型に対する

PICUD 値は異なる傾向が見られた．具体的に青年では，

追従型により-10 から+10 の分布形状が反転するような

形状を示しており，追従型で PICUD 値が負となる被験

者が設置型と比較して，増加する傾向となった． 
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6 おわりに 

 

情報提供方法の違いにより，情報提供区間後半での速

度変化に統計的に有意な差が見られた．また分散分析に

より，高齢者は情報提供方法の違いへの反応性に違いが

生じることが明らかになった．合流時における被験者の

車両挙動に基づく安全性分析，具体的には受入ギャップ

の割合やPICUD値の分布形状を分析した結果，年齢層間

で差異が生じており，さらに情報提供の違いに対する反

応性の違いの存在も示唆された． 

しかしながら，本研究では DS実験により得られた被

験者の車両挙動のみを元に分析を行った結果であり，上

で述べたような結果がなぜ生じているのかを解明し，本

研究の成果をより支持するためには，実際に被験者が情

報板の意味や違いを理解しているのか，情報板を目視し

た上で状況判断を行っているのかについてまで及んだ分

析が必要であると考えられる．その上で，都市高速道路

の合流部における望ましい合流支援装置のあり方が検討

できるものと考えられる． 
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